
NAFTAと タイ経済

は じめ に

NAFTAの タイ経済に対す るインパ ク トは当初考 えられていたの とは異 な

り,今 の ところそれ ほど大 きくはないようである。 その理 由は,短 期的な影

響が現れる貿易面で もタイ とメキシコの比較優位が異 なるためそれほど大 き

な影響はでておらず,中 長期的な影響を もつ直接投資への影響 もタイの潜在

成 長力 と直接投 資獲得努力 に よ りそれ ほ ど大 き くはでて いない。む しろ

NAFTAの 影響は貿易や投資にマイナスに働 いたのではな く,逆 にそれに対

抗 するためにアジア地域 で も自由化 と地域化 を促進 し,こ れがタイ経済 に

とってプラスに働 いているのではなかろ うか。本章ではこの点 をマクロ,ミ

クロ両面か らみてい くことにする。

本章の構成 は以下の とお りである。第1節 ではマクロ的視点か ら貿易転換

効 果,投 資転換効果の数量分析 を通 してNAFTAの タイの輸 出 と投資に及ぼ

す影響 を検討 し,第2節 ではマクロ的視点からでは捉 えられないAFTAの 加

速化,直 接投資獲得競争,タ イか ら周辺国への直接投資について ミクロ的視

点か ら検討す る。グローバライゼイションの時代 にタイ経済 をタイー国で論

じることには限界 がある。 この点について もで きるかぎ り言及す る。
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第1節NAFTAの タイ経済 へのマ クロ的影響

本節ではNAFTAの タイ経済に及 ぼすインパ ク トをマ クロ的計量的に考察

する。 まずNAFTAの インパ ク トを考 える際に必要なタイ経済発展の基本構

造 について押さえてお き,次 にNAFTAの 形成 によってタイが被 る貿易上 の

影響を貿易転換効果の面か ら,最 後 に投資上の影響 を投資転換効果の面か ら

みてい くことにす る。

1.タ イ経済 の概 観

NAFTAの タイ経済へのインパ ク トを考 えるうえでのポイン トは,1980年

代後半以降,タ イ,と くにバ ンコクを中心 とする地域 はASEAN地 域内のひ と

つの成長拠点 となって産業基盤が形成 され,そ れに基づ く成長パスに乗 って

いたためにNAFTAの マイナスのインパ ク トは小 さかった とい うことである。

このアイデアの理論的モデルはクルーグマ ンのr脱 「国境」の経済学」で示

された地理的集中のモデルに基づいている{1,。このモデルで重要なのは,規 模

の経済性であ り,集 積の経済性である。産業立地の研究が示 しているのは,

産地の形成が初期条件のわずかな違い と全 く偶然的な出来事 から大産地 に成

長 してい くとい う可能性 であ る。 とくに輸送 コス トが小 さいようなケースで

は,産 業 は原材料の供給地か ら離れて自由に形成 され ることにな る。タイの

今 日の経済成長 も,同 じようなことがいえる。1985年 以降の円高後,日 本企

業は低 コス トの生産基地を求めて東南アジアを目指 して進出せ ざるをえない

状況 に陥 った。ASEAN域 内で投資先 として選ばれたのが政治・経済環境が比

較的良好だったタイであった。いったん直接投資がタイに流入 し始めると,

それ につられ るようにさらに直接投資が続 き,直 接投資 ラッシュ と呼ばれる

ほ ど急増 したω。 この ようにいったん企業の集積が始 まると内生的 に成長が

持続するようになっていった と考 えられる。数量的に確認 してお くと,直 接
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投資額は1987年 の1億8000万 ドルか らピーク時の90年 には23億 ドルへ と12倍

以上の増加 を示 した⊂3)。これ らの直接投資 は輸 出指向型 の ものであったた め

タイか らの輸出 も急増 し,輸 出の名 目GDPに 対する割合 は1986年 の26.5%か

ら90年 には34.0%に まで上昇 した。 その後 も円高は続 き,同 時に直接投資 も

1990年 の ピーク時 ほどではないが,か なりの規模でタイに流入 している。 こ

の段階では,単 にタイの低賃金労働 を目指 した直接投資ではな く,部 品産業

などすでに形成 され ているタイの経済基盤 を目指 した直接投資へ と変化 して

きてお り,そ れ は川上,川 下双方への産業連関 を通 した拡張である。 このよ

うな産業連関 を通 した地理的集中は 「集積の経済性 」 と呼 ばれるが,タ イ経

済 は集積 の経済性 を生かせる段階 にまで産業 の形成が進んだ といえる。 この

ような過程が進み国内需要が拡大する と,部 品産業 においても最終消費財 に

おいても 「規模の経済性」 を生かせ るような規模での生産が可能 となる。 こ

の ようにタイ経済 は初期の集積過程か ら,そ れ に基づ く規模 の経済性 を生か

した発展経路 に乗 ってお り,こ の ことがNAFTAの マイナス効果 を相殺 して

い るというのが本章のNAFTAの タイ経済への直接的なインパ ク トの評価で

あ る。

2.貿 易転換効 果

NAFTAの 形成が タイ経済 に及ぼす最 も直接的な効果は貿易 を通 してであ

る。すなわち,メ キシコか らアメ リカへの輸出が有利化することによ り,競

合関係にあ るタイか らの輸出が打撃 を受けるとい うことである。た とえば,

国際 貿易 投資 研究 所 の予測 で は北米 との間 で よ く似 た貿 易構 造 を もつ

ASEANの 対北米輸出がメキシコ商品に とって代わ られ る可能性があ り,貿

易収支 は30億 ドル悪化する と予測 しているω。同様の予測 はさまざまな機関

によって行われてい るが,NAFTAがASEANか らアメ リカへの輸出 に打撃

を与 えるだろうと一般的には考 えられていた。 しか し,こ れまでのところ短

期的な貿易転換効果 はそれほど大 きくはない。
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NAFTAに よる貿易への影響は貿易創出効果 と貿易転換効果に分 けて考え

ることがで きる。貿易創出効果 とは 「(NAFTA)加 盟国間の関税が削減 され

ることによって,自 国の生産が自国 よりも効率的な生産 を行 っている加盟国

内からの輸入に代替 され,一 方,他 の部門では効率的な国内の生産者が他の

加 盟国 に輸 出す る こ とに よ り貿易 が拡 大 す る こ と」で あ る(5,。こ こで は

NAFTAに よる加盟国の経済成長 を考慮 に入れない静学的な ものであるが,

NAFTA加 盟国の間での 自由貿易の利益 と解釈できる。 もうひ とつの貿易転

換効果 とは 「加盟国間の域内関税 削減によって,域 内貿易が拡大す るものの,

最 も効率的な生産 を行 っている域外国か らの輸入 を阻害 してしまう効果」を

表す(6】。この効果 も貿易創出効果 と同様に,NAFTA加 盟国の経済成長 による

域外か らの輸入の増加 を考慮 していない静学的な効果である。 したが って,

NAFTAに よる貿易転換効果 としては域外国の経済的不利益 を過大評価する

ことになる点 に注意が必要である。 このような静学的な貿易転換効果の数量

的効果 を推計 したハ フバウアー,シ ョッ トの結果が表1に 示 されている⊂η。す

なわ ち,「 日本 ・台湾 ・韓国を除 く全アジア」か らアメ リカへの輸 出で最 も大

きな影響 を受 ける と考 えられるのは機械 ・輸送機器で1億6000万 ドル輸出が

減少すると考え られ,さ らに機械 ・輸送機器のなかで最 も大 きな影響 を受け

るのは事務通信機器の1億2000万 ドルである。 しか し,こ れ らの製品の総輸

出額 自体が大 きいため(そ れぞれ196億 ドル,153億 ドル),貿 易転換効果 による

輸出減少率 はいずれの場合 も0.8%に す ぎない。機械 ・輸送機器のうちで,率

で測 って最 も大 きな影響 を受 けるもので も電気機械部品の2.7%で しかない。

日本,台 湾,韓 国を除 くアジア全体 としてみた場合で も,NAFTAの 影響 は

それほど大 きくはない といえる。

次 に,ハ フバ ウアー,シ ョッ トの推計に基づいてアジアの国別の貿易転換

効果 を推計 した谷浦の結果 によると,タ イの貿易転換効果は表2の ようにな

る。それによると最 も貿易転換効果が大 きいのは,食 料(2340万 ドル),続 いて

事務通信機器(1610万 ドル),電 気機械部品(1450万 ドル)で あ る。 しか し,輸

出減少率で表す と 「日本 ・台湾 ・韓国を除 くアジア全体」でみたの と同様に,
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表1NAFTAに よる貿易転換効果

一日本 ・台湾 ・韓国を除 くアジアからアメリカへの輸出一

輸出額 アメリカの総輸入 貿易転換効果

製品分類 (10億 ドル) に占める割合(%) 金額(1(臆 ドル) 比率(%)

(1) (2) (3) (3)/(1)

食料 5.80 19.3 0.07 i.z

原材料 1.36 13.7 o.oo o.o

鉱物 1.42 24.8 o.02 1.4

燃料 3.30 4.8 0.03 0.9

非鉄金属 0.39 3.9 0.00 o.o

一次産品合計 12.27 9.9 o.ia i.o

鉄鋼 0.46 4.3 o.oo o.o

化学 1.42 6.0 o.oi 0.7

その他半製品 3.71 10.4 0.02 0.5

機械 ・輸送機器 19.58 9.2 o.is o.e

原動機 0.24 3.2 0.00 0.0

非電気機械 1.14 3.5 o.oo 0.0

事務通信機器 15.30 24.1 o.i2 o.$

電気機械部品 2.19 11.1 o.os 2.7

自動:車: 0.39 0.5 o.oa o.o

その他輸送機器 0.31 2.6 o.oo o.o

繊維 i.a7 27.8 o.oi o.s

獺 14.06 52.1 0.05 0.4

その他消費財 12.43 21.5 0.06 0.5

製造業合計 53.53 14.3 0.35 0.7

合計 65.81 13.2 0.49 0.7

分類不明 1.36 7.8 o.oi 0.7

総合計 67.17 13.0 0.50 0.7

(出 所)G・C・ ハ フバ ウ ア ー,」.」 ・シ ョ ッ ト 「NAFTAの 発 展 途 上 国へ の経 済 的 含 意 」(大 野 幸 一

編 「経済統合 と発展途 上国一EC・NAFTA・ 東 アジアー」ア ジア経 済研究所.1994年)315ペ ー

ジ,表2-2よ り作 成 。

その イ ンパ ク トは それ ぞれ2.2%,1.6%に す ぎない。 減少率 の最 も大 きな電

気機械 部 品 で も2.4%で あ る。 また,タ イの主 要輸 出品 であ る繊 維,衣 服 につ

い てみ て も,輸 出減少 率 は それぞ れ0.9%,0.7%で しかな い。 この よ うに,
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表2NAFTAに よる貿易転換効果

一 タイ か らア メ リカへ の 輸 出 一

輸出額 アメリカの総輸入 貿易転換効果

製品分類 (100万 ドル) に占める割合(%)
金額(100万 ドル) 比率(%)

(1) (2) (3) (3)/(1)

食料 1,045 3.5 23.4 a.a

原材料 101 1.2 0.9 0.9

鉱物 23 0.3 o.o o.o

燃料 121 o.z 1.7 1.4

非鉄金属 5 o.i o.a 0.0

一次産品合計 1,295 i.o zs.o 2.0

鉄鋼 32 0.3 o.a o.o

化学 is o.i 0.0 o.o

その他半製品 437 i.z 4.5 1.0

機械 ・輸送機器 1,755 0.8 31.4 1.8

原動機 19 o.i o.o o.o

非電気機械 79 0.2 0.8 i.i

事務通信機器 1,028 2.0 16.1 i.s

電気機械部品 616 1.8 14.5 2.9

自動車 23 o.o 0.0 o.o

その他輸送機器 0 o.o o.o 一

繊維 131 1.8 i.i 0.9

獺 513 1.9 3.9 0.7

その他消費財 1,328 2.3 14.6 i.i

製造業合計 4,214 1.1 55.0 1.3

合計 5,508 i.i 82.0 1.5

分類不明 80 0.5 2.0 z.s

総合計 5,589 i.i 84.0 1.5

(注)序 章表2の 貿 易転換効 果2を 使用。

(出所)序 章表2。

計量的分析 において もNAFTAの 短期的貿易転換効果 はそれほ ど大 き くない

ことが分か る。

この ように貿易転換効果が大 き くない理 由であるが,長 期的 ・動学的影響

は次節で取 り上げ ることに して,本 節では短期的観点か ら 「顕示比較優位」
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表3顕 示比較優位(RCA)(1990年)

タ イ メ キ シ コ

一次産品合計
i.ss2 2,582

食料 3,072 1,229

原料 2,037 0,379

鉱産物 0,569 1,533

鉱物燃料 0,139 6,134

非鉄金属 0,247 1,547

鉄鋼製品 0,183 0,877

製造品合計 0,825 0,576

化学製品 o.zis 0,719

その他半製品 1,006 0,504

機械 ・輸送機器 0,570 0,641

原動機 0,190 2,205

非電気機械 0,275 o.zai

事務 ・通信機 1,506 0,269

電気機械 i.os8 0,388

自動車 0,095 1,140

その他輸送機 o.oio o.zao

繊維 1,057 0,455

衣料 3,582 o.ios

その他製造品 1,402 0,362

(出所)序 章表12。

(RevealedComparativeAdvantage:RCA)を 用 いて考 察す る(8)。表3は タ イ

とメキ シコのRCAを 示 して い る。 これ によれ ば,タ イ,メ キ シコ ともに一 次

産 品 が高 い比 較優 位 を示す が,そ の 内容 は両者 の間 で異 な って い る。 す なわ

ち,タ イの比 較優 位 の高 い品 目は食 料,原 料 であ るの に対 し,メ キシ コは鉱

物燃 料,鉱 産 物,非 鉄金属 に高 い比 較優 位 を示 す。一 方,製 造 品 にお いて も

タイが比 較優 位 を もつ品 目(RCAが1以 上)は 「その他半 製 品」「事務 ・通 信

機 」「電気 機械 」 「繊 維」 「衣料 」であ るの に対 し,こ れ らの品 目はいずれ もメ

キ シコの比較 優位 は低 く,RCAは0.5以 下 で あ る。逆 にメ キ シ コの比較 優位 を

もつ製造 品 は 「原動機 」 「自動 車 」の みで あ って,こ れ らの品 目のタイ のRCA

177



は0.2以 下 と非常 に低い。このようにタイ とメキシコはそれぞれ異なった産業

に比較優位 をもっていたがために,NAFTAに よって域内関税が少々引き下

げられて も貿易に大 きな影響 はでなかった と考 えられる。

ここでのRCAの 分析 はあ くまで短期 的な ものであることに注意 してお く

必要がある。ひ とつには1990年 のデー タを用いたため,そ の後の両国のRCA

の変化が考慮 されていない とい うことであ り,も うひとっはNAFTAに よる

関税率の引下げによってRCAが 変化 して しまうとい うケースである。このよ

うな問題点はあるものの,RCAの 差が大 き く,ま た関税の引下げが それほ ど

大幅 なものでない場合,RCAが 二国間で逆転する可能性 は小 さく,し たがっ

て,短 期的分析 としては十分であると考 えられ る。'

RCA以 外 に貿易量があまり変化を受けない理由 として,タ イか らアメ リカ

への輸 出関税がすでに低 いこととGSPの 存在が考 えられ る。表4は マ ックリ

ア リーが示 したASEANか らアメ リカへの輸 出の うち,タ イが主要輸出国 と

なっている産業 を抜 き出した ものである⑧。この表 にみられるように,タ イが

主要輸出国 となる製品のアメリカの輸入関税率はすでに低 い ものであ り,こ

のために多少の関税引下げをメキシコに認めた ところで比較優位に与 える影

響 は大 き くはない といえる。 また,非 関税障壁 も低 いか,も しくはゼロであ

り,GSPも ほとんどの場合,認 められている。さ らに繊維の ように輸入割 当

制度のあるところでは,輸 出量 は割当の大 きさによって決 まって しまうため,

この点で もNAFTAに よる関税引下げ効果は小 さ くなる`10)。

3.投 資転換効果

前項 で検討 したの は構造 変化 を考慮 しない短期 的な影響 で あったが,

NAFTAが 及ぼす影響 で よ り大 きな もの は直接投資の流れが変わ ることに

よって生 じる中 ・長 期 的 な もの であ る。一 般 的 に は,NAFTAに よって

NAFTA域 内への投資が有利化 し,投 資の流れがNAFTAに 向か いASEAN

諸国への直接投資が減少する状況を指す。より具体的には,ASEAN諸 国 と同
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様 の発展途上国であるメキシコに,こ れ まではタイに向かっていた直接投資

が奪われて しまうのではないか とい うことである。 このようなNAFTAに よ

る投資の変化が投資転換効果 と呼ばれ るものであ る。前掲のハ フバ ウアー,

ショットは この よ うな投 資 転 換効 果 を推 計 して い るが,そ れ に よれ ば

NAFTA以 後毎年50億 ドルの直接投資がメキシコに流入 した場合,日 本,オ ー

ス トラリア,ニ ュー ジー ランドを除 くアジア地域への直接投資の総額 は2000

年の時点で1776億 ドル とな り,NAFTAが 存在 しない と仮定 した場合の1800

億 ドル より24億 ドル低い値 となる。これは比率で表せば1.3%の 減少 にす ぎな ・

い{u}。

次 にNAFTAが タイ経 済 に及 ぼす影 響 をマ ック リア リー の シ ミュ レー シ ョ

表4NAFTAのASEANへ の影響(ASEANの 対米輸 出)

SITC

6129

629

642

6629

665

667

6822

732

8310

8510

862/863

053

0sii

O990

品 目

革製品

その他ゴム製品

紙製品

れんが

ガラス製品

貴石

銅(加 工 した もの)

自動車

旅行用具

はきもの

写真用フィルム

果実(加 工したもの)

原糖

加工食品

輸 出額

(100万 ドル)

17.3

33.3

14.5

5.6

3.7

95.9

1.8

25.9

35.3

60.3

8.8

110.8

60.2

17.9

平均関税率

(%)

9

3～4

0～4

13

7一一一15

0～9

3

1～4

12

17

3

11^一13

Specific

7

非関税障壁

Zero

Low

Low

Low

Low

Low

Zero

Low

Low

Zero

Low

Low

Low

Low

GSP

Y

Y

N

Y-M

Y

Y

Y

Y-M

Y

Y-M

Y

Y

Y

Y

(注)輸 出 額 は1988年,ASEANの 主 要 輸 出 国 の 合 計 。

GSPのY,Y-M,Nは そ れ ぞ れ 「イエ ス」,「ASEANに つ い て イ エ スだ が メ キ シコ に つ い て

は ノー 」,「 ノ ー」 を示 す 。

(出所)ロ パ ー ト ・マ ッ ク リア リー 「NAFTAモ デル:マ ク ロ経 済 の 影響 」(大 野 編 「経 済統 合 と

発 展 途 上 国 …」369～372ペ ー ジ,表2-12よ り作 成 。
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表5NAFTAの タイ経済へのイ ンパ ク ト(基 本 シナ リオか らの乖離)

GDP

輸出

輸入

投資

1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986

-0 .652

-0 .158

-1 .345

-4 .935

-0 .614

-0
.224

-1 .247

-3 .032

-0 .828

-0
.262

-1 .636

-4 .646

-0 .784

-0
.306

-1 .653

-4 .160

-0 .935

-0 .330

-1 .820

-5 .609

-1 .060

-0 .315

-2 .143

-5 .389

-0 .874

-0 .318

-1 .867

-4 .457

(出 所)表5に 同 じ,365べ 一 ジ,表2-9よ り作 成 。

ンでみておこう。マックリア リーのシ ミュレー ションではNAFTAの 影響 は

貿易転換効果,貿 易創 出効果,投 資転 換効果 の3つ の要素か ら成 っている。

貿易転換効果 はすで に前項 で説明 した もの と同様 である。貿易創 出効 果 は

NAFTAに よって もた らされた経済成長により貿易が拡大す る効果 を表 して

いる。 これに投資転換効果が加わ る。投資転換効果については2通 りのシナ

リオが考えられてお り,そ の大 きさに応 じて 「低投資転換効果」 と 「高投資

転換効果」 と呼ばれる。 ここではNAFTAの 影響 を最 も大 き くみ積 もった シ

ナ リオ4(貿 易転換効果+貿 易創出効果+高 投資転換効果)の みを取 り上げる(表

5参 照)。このシ ミュレーシ ョンでは1980年 から86年 のデー タを基本 シナ リオ

とし,も し1980年 にNAFTAが 導入 された と仮定 した場合,基 本 シナ リオか

らどれだけ乖離す るかを示 している。 まず輸出であるが,前 項でみた とお り

その影響 は小 さ く,0.3%程 度の減少 にとどまる。一方,投 資は最高で5.6%

の減少 となる。 そして,輸 入 もそれ にっれて2%程 度の減少を示す。輸入が

輸出以上に減少す ることはGDP成 長率にはプラスに働 き,結 局GDPの 減少率

がせいぜい1%の 減少に とどまる〔12)。っ まりNAFTAの 影響 は経済成長の源

泉 を投資か ら貿易にシフ トさせ るものの,GDP成 長率 にはそれほ ど大 きな影

響 はないということである。投資が大 き く減少するに もかかわ らず,GDP成

長率がそれほど影響 を受 けないとい うことは投資効率の上昇 を意味するもの

であ り,ま たタイ経済の効率化 を示すものであ り,こ の こと自体 は悪いこと

ではない。問題 は実際 に投資が この シナ リオで想定 されているほ ど大幅に減
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少す るのか とい うことである。 もし,投 資がそれほ ど減少 しなければ,マ ッ

クリア リーの低投資転換効果のシナ リオが示 しているとお り,当 然それだけ

NAFTAの 悪影響 は小 さ くなる。現実に,NAFTAに よってタイの投資が減

少 しないのはなぜか。次節以降,こ の問題 を ミクロ ・レベルか ら検討す る。

第2節NAFTAの イ ンパ ク トとしての アジアの地域 化

投資転換効果が大 きくない理由を産業 レペルで考 えてみると,メ キシコで

は部品産業が十分育 っていないこと,労 働者のター ン ・オーバー率が高 いこ

と,労 働者の質やインフラの面な どで問題が あり,そ のためタイやマレー シ

アでつ くったテ レビな どの製品を直接アメ リカへ輸出 した方がメキシコで造

るよりコス トが安 くな り,そ の結果 メキシコへの投資が進 まない と指摘 され

ている(13)。つ まり,イ ンフラや部品産業 といった経済基盤ので きていない と

ころに直接投資を誘導するのは困難 をともなうということである。逆 に,い っ

たん直接投資が集中 し,経 済基盤ので きあが った ところでは「規模 の経済性」

と 「集積の経済性」が働 き,そ れを目指 した投資が起 ζり,さ らにそれがそ

の市場 としての将来性 を明 る くさせ,そ の将来性 を見越 した投資が起 こると

いう好循環を もた らし,経 済発展が持続する という過程がある。 それが現在,

タイや他のASEANの 国々で起 こっていることである。そして,そ れ は東南 ア

ジアにとどまらず,東 アジアか ら西南アジアまでの広 い地域 に広が り,こ の

地域 を枠組み としてひ とつの生産体系が形成 され,こ の枠組 みに従 って投資

が決定 され るとい うふ うに変わ りつつあるようにみえる。同様の ことはアメ

リカ大陸で も起 こってお り,メ キシコを世界の生産基地 にするというのでは

な く,南 北アメ リカ大陸の生産 ・消費の枠組みのなかで行われ る最適工場配

置の結果,メ キシコへの投資が決定 されると考えた方がよいように思われ る。

NAFTAが アジア諸国の経済 に及ぼした最大のインパ ク トは この ような地域

・化のプロセスを加速化 した ことであろう。NAFTAに よる投資転換効果 を最
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小化するために,東 南アジア諸国では外国か らの直接投資に対 してより有利

な条件 を与 えようとす る直接投資獲得競争が起 こってお り,そ れが 自由化 の

波を形成 し,ア ジアの経済が ひとつの地域へ とまとまろうとす る傾向がみえ

る。本節ではこの点 をAFTAの 加速化,直 接競争獲得競争,タ イか らアジア

への直接投資 とい う3つ の観点か ら検討する。

1.AFTAの 加速 化

・NAFTAの 形成 が東南 ア ジアに与 えた影 響の なかで最 も大 きな もの は

ASEAN自 由貿易地域(ASEANFreeTradeArea:AFTA)を 加速化させた と

いうことであろう。NAFTAの 影響 は前節でみたように,貿 易転換効 果 と投

資転換効果 に分 けて考えることができる。 ここではまず前者について取 り上

げる。NAFTAに よってタイか らの輸出が影響を受けるのは,ア メ リカへの

輸出 でメキシ コとの競 争 に負 ける産 業が でて くる とい うケースで あ る。

NAFTA後 もタイの輸出品が競争力を維持す るためには,合 理化 を行 った り,

減免税 な どの政府 の奨励措置 を受 けた りす る方 法 な どが 考 え られ るが,

ASEAN域 内で部品,原 材料の調達 を行っている企業 にとってはそれ らの輸

入関税 コス トを軽減することも重要 となる。このような場合には,ASEAN域

内の関税率の引下 げを目指すAFTAは 企業の利益 と一致 し,AFTAの 加速化

を求 める声 となって現れ る。本節では,こ のような現象が どのように生 じて

いるかをみてい くこ・とにする。

AFTAの 加速化をみる前 に,ま ずその前提 となってい るASEAN域 内での

部品 ・原材料の相互依存関係が1980年 代後半以降の円高を契機 として急速に

形成 されて きた こと,そ れが 日本 を中心 とす るひ とつの大 きな生産 ・消費の

ま,とまりである経済圏 をアジア地域内に形成 しつっあ ることを貿易統計か ら

うかが うことがで きる。 この ような変化の契機 となったのは1980年 代後半の

円高であ り,そ れ によって日本か らのアジア地域 に向けての直接投資が急増

したことである。円高によ り競争力 を失った 日本 の企業 はアジア地域 内で工
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表6タ イの輸出の国別 シェア
(%)

合 計 日 本 ア メ リカ EU アジア ASEAN

1985 100.0 13.5 19.7 19.2 49.7 14.5

1986 100.0 14.2 18.0 21.5 49.4 14.2

1987 100.0 15.0 18.7 22.3 48.3 13.7

1988 100.0 15.8 20.0 20.8 47.5 11.6

1989 100.0 17.1 21.7 19.2 46.9 11.4

1990 100.0 17.1 22.7 21.5 44.4 11.4

1991 100.0 18.1 21.2 20.7 45.7 11.9

1992 100.0 17.5 22.4 19.5 46.3 12.7

1993 100.0 16.9 21.5 16.6 50.1 15.9

(出所) Department of Business Economics,

Economic Indicators of Thailand 1993.

Ministry of Commerce,

1993よ り作 成 。

Trade Statistics and

場 の再配置 を行 うと同時に,日 本は製造業品の輸入国へ と転換 しつつある。

この ような変化 をタイの貿易統計 によって確認 してお く。 まず,タ イの輸

出で最近の大 きな変化 はASEANへ の輸出が急激 に増大 してい るということ

である。1991年 か ら92年 にかけては22%,92年 か ら93年 にかけては43%の 増

加率を示 し,タ イの総輸出に占める割合 も91年 の11.9%か ら93年 に15.9%に

なっている(表6参 照〉。同表か ら読み とれ るように,実 はタイの対ASEAN輸

出は1986年 か ら88年 にかけて大幅 に減少 している。 これ はアメ リカ,日 本へ

の輸 出が伸 びたためであるが,こ れは円高にともなう短期的なインパ ク トで

あ り,前 述の貿易転換効果 と呼んだ ものに等 しい。一方,1991年 以降のタイ

の輸 出の変化は80年 代後半以降の直接投資の結果であ り,投 資転換効果 であ

ると考 えられ る。

次にタイか ら日本 への輸出についてみてい く。現在,SITCのR3の 貿易統計

が利用可能な1988年 から91年 までの期間 について,製 造品のSITC2桁 レベ

ルで 日本 とアメ リカへの品目ごとの輸出シェアの変化が表7に 示 されている。

まず1桁 分類 の行 から分かるように(同表のSITC6,7,8参 照),輸 出規模 と

しては日本 よりアメ リカの方がはるかに大 きく,ア メ リカがタイ にとって重
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表7タ イの輸出に占める日米 の割合
(%)

日 本
SITC 品 目

1988 1991 1988 1991

6 原料別製品 14.2 15.7 19.6 18.9

61 革,お よび革製品(仕 上げしたもの) i.e 4.0 20.6 24.5

62 ゴム製品(他 に分類されない もの) 5.6 5.6 21.8 22.1

63 コルクおよび木製品(家 具を除 く) 17.3 12.9 31.0 35.8

64 紙,板 紙,パ ル プ製 品 8.1 6.2 3.1 5.2

65 紡織用繊維の糸,織 物および繊維製品 5.1 5.7 14.9 14.1

66 その他非金属鉱物製品 26.2 20.9 19.1 21.7

67 鉄鋼 6.7 14.6 46.0 14.9

68 非金属 33.5 45.5 4.3 7.9

69 その他金属製品 18.9 38.7 18.7 13.1

7 機械および輸送機器 8.0 16.5 34.6 28.6

71 原動機 33.3 29.1 8.6 8.9

72 産業用機器 5.0 8.2 z.o 6.2

73 金虐加工機械 11.8 33.4 o.s 19.8

79 その他の一般工業用機械 32.5 42.8 i8.z 11.8

75 事務用機械など 4.6 11.6 39.6 zs.a

76 通信機,音 響機器 21.0 10.3 ao.z 41.9

77 電気機器 2.5 14.5 42.6 29.9

78 道路用車両 5.5 32.1 9.2 12.0

79 その他輸送機器 0.3 0.4 10.5 i.i

8 雑製品 8.7 11.9 27.0 24.6

81 プレハブ建築物 5.5 12.8 35.0 25.1

82 家具およびその部分品 30.6 44.0 30.7 22.5

83 旅 行 用 具,ハ ン ドバ ッグ 4.5 io.a 36.9 35.4

84 衣服およびその付属品 6.3 8.6 17.7 17.1

85 は き もの i.o i.s 34.1 34.3

89 その他製造品 12.0 16.0 43.3 36.3

～(出 所)AIDXTよ り作 成 。

要な輸出市場 であることには変わ りはない ものの,変 化の方向でみた場合に

は日本への輸 出シェアが増 える一方,ア メリカへの輸 出シェアが低下 し,タ

イに とって日本市場がよ り重要 になってきていることを示 している。 この こ
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とはSITC分 類 の2桁 レベルでは品 目によっては必 ず しも成立 しないが,日

本の シェアが高 まっている品目を列挙す ると以下の とお りである。革お よび

革製品(仕 上げしたもの)(SITC61),鉄 鋼(SITC67),非 金属(SITC68),

その他金属 製品(SITC69),産 業用機器(SITC72),金 属加工機 械(SITC

73),そ の他一般工業用機械(SITC74),事 務用機械な ど(SITC75),電 気機

器(SITC77),道 路用車両(SITC78),プ レハブ建築物(SITC81),家 具 お

よびその部分品(SITC82),旅 行用具およびハ ン ドバ ッグ(SITC83),衣 服

および付属品(SITC84),は きもの(SITC85),そ の他製造品(SITC89)。

このようなアジア経済圏が形成 されて くると,NAFTAはAFTAを 加速 さ

せ るように作用する。それは地域経済圏の間の競争である。ASEANの 域内国 』

から部品,原 材料 を調達 している企業に とってはコス ト削減 のためAFTAを

加速化 し早 く輸入関税 を引き下 げることはNAFTAへ の対抗手段 として有効

である(田。部品,原 材料 をどこか ら調達 しているか,あ るいは製品 をどこに

供給 しているかによってAFTAに 対す る期待度は異なって くるが,上 述のア

ジア経済圏の形成 はAFTAの 促進 とい う潮流を作 り出 している要因である。

これは単に輸入原材料のコス トを引 き下げるという短期的な目的 にとどまる

のではな く,有 利な生産環境 をAFTA内 に作 り上げるζとがASEANへ の直

接投資 を呼び込 む ことになる。 この ような直接投資獲得競 争 はNAFTA,

AFTAと い う地域間の競争である と同時 に,地 域 内の国 の間の競 争で もあ

る。ウルグアイラウン ド(多 角的貿易交渉)が 合意 に達 した こと,NAFTAや

EU(欧 州連合)が 動 き出していること,中 国,ベ トナムな どに直接投資が流

れ,さ らにイン ドなどの国々 も台頭 してきてい ることか ら,ASEAN諸 国はこ

れ らの国々 と競争 して直接投資を呼び込 まなければな らない という状況 に追

い込 まれたのであ り,AFTAの 加速化 は避 けられない方向 となった。

この ような状況は1980年 代の世界銀行 による構造調整政策 の延長 として考

えることがで きる。すなわち,世 界銀行の構造調整 のポイン トはそれ までの

輸入代替的な工業政策か ら市場 メカニズムを機能 させ るため規制緩和 をす る

1方向であ り,貿 易促進・輸出指向的 な方向であった。ASEAN諸 国はこの点で
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先ん じたために直接投資 と輸出主導型の成長 を達成す ることがで きたが,他

の国々が追随 して くると直接投資獲得競争 はます ます激 しさを増 して きた。

台湾,韓 国などアジアNIEsが 輸出指向型で経済成長 を果 たしえた当時は,ま

だ他の国々が輸出指向に転換 していなかったために競争圧力がそれだけ小 さ

く,そ れだけ有利 な状況にあった。しか し,そ れがひとつの発展モデル となっ

た とき,現 在起 こっているような自由化競争,直 接投資獲得競争の時代へ と

入 っていった とみることができよう。

このように貿易の自由化が世界的な潮流 になるにいたって,タ イ政府 も貿

易の 自由化 をAFTAに より促進 しようとしている。AFTAの 加速化 とい う方

針 は1994年9月 にチェンマイで開催 されたASEAN経 済閣僚会議で決定 され

たが,タ イは積極的に推進する立場 にたっている。すなわち,そ れ以前か ら

貿易 自由化促進 を唱 える声がタイの経済閣僚の間にあ り,1994年4月 にスパ

チャイ副首相はAFTAの 移行期間 を15年 から10年 に短縮すること,最 終的な

域内関税率 を0～5%か ら全品 目0%に すること,一 部品 目について関税削

減対象か らの除外 を認める特別猶予期間 を8年 か ら5年 に短縮することを提

案 している。 また同時 にタイの除外品目とされている石油化学製品 も関税の

引下げの対象 に加 えるよう主張 している。 そして同ASEAN経 済閣僚会議で

は,全 品 目の関税率 を0～5%に 引 き下げることを決め,そ の期限 を15年 以

内(2008年 まで)か ら10年 以内(2003年 まで)に 短縮することになったG5)。 ま

た,ASEAN自 動車部品相互補完協定(BBC)に っいて もタイ政府 は1994年9

月にASEAN域 内か らの自動車部品の輸入関税 を20%か ら10%に 引下げるこ

1とを承認 している。BBCは 自動車部品 を域内か ら調達す る場 合,そ の輸入関

税 を引下げるとい うもので,1988年 に始 まり,当 初 はマレーシア,タ イ,フ ィ

リピンの3力 国が参加 した。1989年9月 にはボル ボ,ト ヨタ,三 菱,日 産が

BBC参 加 を認 め られ,そ の後8社 まで増加 してい る。 しか し,マ レーシア,

フィリピンは協定に従って関税率 を引 き下げたが,タ イは先延 ばしにしてき

た。 それは域内か らタイに部品が持 ち込 まれる割合が高 く,タ イの輸入超過

になるためであるが,タ イ政府 はチュアン首相の1994年9月 の訪 日前 に関税
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引下 げの決定 をした。 これは部品産業に有利 な条件を もって訪 日することに

よって 日本か らの直接投資獲得を狙 った ものであると考 えられる{互6}。

2.直 接投資獲得競争

前項で も少 し触れたようにNAFTAの 影響 は中期的 には直接投資の獲得競

争 とな り,そ のための投資環境の整備が進め られている。 ここで はよ り具体

的に検討 してい くことにする。

前述の ように1994年9月 のチュアン首相 の訪 日の大 きな目的のひ とつは日

本 の企業 にタイへの直接投資 を誘 いかけることであった。直接的な契機 は円

高が続 いているということであって,プ ラザ合意後の円高 による1980年 代後

半のタイへの直接投資ブームの再現 を狙った ものである。チュア ン首相 は訪

日前に日本か らの直接投資獲得策 として金型,金 属加工,部 品製造 な ど一次・

中間資材の生産に関わる業種 を奨励 し,産 業基盤の形成 を図 ることを表明 し

ている。奨励策 としては,1990年 以降,建 設 ・農業機械 ・資本財,自 動車,

コンピュータ ・同部品,鉱 物,鉄,化 学製品,非 鉄金属,計 器類,エ レク ト

ロニクスの関税 引下げがすでに行われてお り,さ らに国内の生産 コス トを引

き下げ国際市場 での競争力 を高めるような減税 を継続的に実施するとしてい

る⊂1η。また,こ れ までさまざまな恩典 を与 え直接投資 を推進 して きた投資委

員会(BoardofInvestment:BOI)も 日本か らの投資を1995～97年 度の3年 間

に1500件 誘致する ことを目標に95年 度 から3年 間 にわた り1億 バーツを支出

す ることを決 めている。BOIが 奨励 する業種は,(1)自 動車産業,(2)電 気・エ レ

ク トロニクス産業,(3)通 信機器産業,(4)製鉄業,(5ン食品加工業である。これ ら

の産業のなかで もとくに部品メーカーなどのサポー ト産業に的 を絞 っている。

こうした投資奨励政策 を一段 と進める背景 には1993年 か らの円高が再 び日本

か らの直接投資ブームを作 り出すほ どのものであるという認識がある。1960

年代の第1次,80年 代後半の第2次 ブームに続 き,第3次 直接投資 ブーム と

な ることを狙 った といえる(18⊃。このようにタイ政府がサポー ト産業の育成 に
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力 を入れ るのは,サ ポー ト産業の有無が直接投資先 としてタイを選択す るか

否かの重要な判断材料になっているか らである。 これがすでに述べた 「集積

の経済」である。一方,サ ポー ト産業 もある程度の市場 が確保 されて 「規模

の経済」 を生かせ ることを必要 とし,市 場規模の小 さい間 は進出は困難 であ

る。 しか し,両 者は相互に補完的であ り,円 高を契機 に両者を取 り込めば好

循環を生み出す ことがで きる。

次に投資 を誘発す るような投資奨励策が検討されている様子 を自動車産業

を例 にみてい くことにす る。1994年4月,BOIは タイを「世界的な自動車輸出

基地」 に育成す るとい う計画 を発表 し,そ のために投資奨励措置 を強化 して

いるα9)。タイは従来,地 方開発のため全国を3つ のゾーンに分割 し,首 都圏

を中心 とする第1ゾ ー ンには投資奨励措置 を認めず,地 方の第3ゾ ー ンに手

厚い奨励措置を設けて きた。第2ゾ ー ンはその中間に広が る地帯であって奨

励措置 も中程度である。今回の自動車産業育成措置 は第2ゾ ーン,第3ゾ ー

ンにっいて奨励措置を強化 しようとするものである側。一方,工 業大 臣は奨

励措置をさらに強化 し,タ イ国内のすべての ゾー ンに第3ゾ ー ンと同様の投

資奨励恩典 を付与すべ きであ り,と くに現在第3ゾ ー ンで認め られている国

内向けの部品 ・原材料の輸入関税の75%減 税 を他の ゾー ンにも認めるべ きで

あると発言 している。 これは自動車 メーカーにとって部品 ・原材料の輸入関

税75%カ ッ トが最 も効果的であって,「年間10万 ユニ ッ トの自動車部品 を生産

できるに十分な能力 をもてば本格的 な自動車輸出が可能にな る」 という予測

を念頭 に置いた ものである。 これ を裏付 けるようにタイ工業連合 自動車部品

産業部部長のアロンコット氏は部品産業,ス ペアパーツ産業は競争が激 しく,

原料輸入税の軽減が必要であるとしている(2n。

一方
,自 動車産業界 も当然,有 利な条件 を政府か ら引 き出そ うとす る⊂22)。

まずGATTお よびAFTAに よってタイは自動車お よび部 品の輸 入関税率 を

引 き下げなければならない という客観的な制約があ り,自 動車産業界は関税

が引 き下 げられ る前にタイの自動車産業の競争力をつけなければならない と

い う状況 にあるとす る。そして業界側が競争力 をつけるために必要であると
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する対策 として次の5項 目をあげる。(1)自動車部品生産 に必要な原材料の輸

入にかかる関税率 を見直す こと,② 政府 による販売価格の統制 を廃止す るこ

と,(3)輸 出入手続 きを合理化す ること,(4)技 能労働者 を育成 すること,(5>部

品の品質標準規格 を設定することである。(1)と(2)は自由化の方向での対策で

あ り,(3》は貿易促進 のための対策である。(4)は現在のタイの深刻 な技術者不

足 を解消するという国内的な課題 であ り,⑤ は世界市場 に輸 出してい く場合

に不可欠の条件 である。 このように業界か らの要望 は自由化 と貿易促進 を目

指す もの といえる。 ここで興味深いのは,自 由化 による(輸 入財からの)競 争

圧力 に対処す るためには自 らの自由化 によらなければな らない ということで

ある。つまり,こ の ことはいったん自由化の方向 に進み始めるとそれが加速

してい くというメカニズムを示 していると解釈で きる。

さて以上の ように政府奨励策 をめぐって議論がなされている間 に,投 資計

画はどん どん進 んでい く。次 に,そ のような例 をい くつかあげてお く。

まずHCMT(HondaCarsManufacturingThailand)は アユタヤ県ロジャナ

工業団地 に300ラ イ(約48万 平方メー トル)の 敷地 を購入 し,そ こでボディー関

連部品の生産 を行 い,将 来 は自動車の組立 も行 う計画 を立 てている。投資額

は用地 に6億6000万 バーツ,工 場建設 ・機械設備 に7億 バ ーツの計13億6000

万バーツがみ込 まれている。ホンダはBBCに 沿ってASEAN域 内で部品の供

給を行ってお り,こ の新工場 で生産 された部品 も一部輸出に回 され,ASEAN

域内の相互補完 をよ り充実させることになる(23)。

自動車部品の国内生産拡大 にも進展がみられ る。注目され るのは,ト ヨタ,

日産,い す ゴの3社 による小型 トラックの標準部品の共同生産計画である。

共同生産 を行 うのはタイ国内で部品生産 を行 うには 「規模の経済性」が不可

欠なためである。これはBOIの 要請 によるもので,タ イ国内でエ ンジンを生産

している企業 は現地調達率 を引 き上 げなければならない としている。現在タ

イには工業省 による規制 とBOIに よる規制の2種 類があ り,工 業省 の規制 で

は1995年 までに60%の 現地調達率を達成 しなければならず,BOIの 規制 では

有利 な投資奨励措置が得 られ る代わ りに95年6月 までに70%の 現地調達率 を

189一



達成 しなければならない。エ ンジンの国産化で問題 になるのは鍛造ので きる

よい企業が まだタイにはないということである。 しか ちタイには鍛造に必要

な特殊鋼を作るメーカー もな く,輸 入 しなければな らない。今後,自 動車産

業で国産化率を引 き上 げようとすると鍛造 メーカーを日本か ら呼ぶ必要があ

り,さ らに鍛造メーカーを呼ぶためには特殊鋼の作れ る製鋼会社 も同時 に呼

ばねばな らないという状況 にある{2り。こQよ うに投資獲得競争 は奨励策 とい

う 「飴」だ けではな く,現 地調達率規制 という 「鞭」の面か らも行われてい

る。

直接投資 を考 えているのは日系企業のみではない。アメ リカの 自動車部品

メーカー もタイへの進出 を検討 してお り,25社 を超 えるアメリカのメーカー

が タイへ の進 出 を発 表 し,ア メ リカ 自動 車 ・自動 車 部 品 製造 業 者 協会

(MEMA)の11社 が 自動車部品への投資可能性 を調査するためにバ ンコクを

訪れている。 このようなアメ リカ企業の調査活動が実際 に直接投資に結びっ

くか否 かはともか く,ア メリカ企業 も東南アジアに目を向けていることを示

している⊂25)。

さて,以 上述べてきたようなタイ政府 の投資奨励策 と円高の影響 でタイへ

の直接投資意欲が再 び高 まって きている。た とえばBOIへ の投資奨励 申請件

数でみると1994年 上半期には728に 達 し,93年 上半期の484件 に比べ50%増 加

している。投資金額でいえば,1061億 バーツか ら2770億 バーツへ と2.7倍 の増

加である。外国企業の申請件数 は,日 本112件,ヨ ー ロッパ80件,台 湾51件,

アメリカ32件,香 港17件 な どとなっている(26)。

3.タ イか らア ジアへ の直接 投資

NAFTAの 投資転換効果 を相殺す るためにタイで も直接投資 を誘導する努

力がなされ,タ イの産業基盤の形成 に向けて進んでいる様子をみて きた。 し

か し,NAFTAの インパ ク トはそれ にとどまらず,ア ジア経済圏が形作 られ

るに従 って,タ イ資本のアジア化,す なわち周辺のアジア諸国への進出が始
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まっている。 中国,ベ トナムなどが開放政策 に転換後,多 くの国々が自由化

の方向に政策 を転換 してきた。EUやNAFTAは この傾向をさらに推 し進め,

グローバ ライゼイシ ョンが世界 の潮流 となっている。 自由化 によって産業立

地はよ り効率的な方向に向か って移動 してい く。前項でみたタイの直接投資

獲得の努力 は先進国で国際競争力 を・失いつつある産業をいかにしてタイに誘

致するかにその目的があった。その一方で,こ れ とは逆 にタイで国際競争力

を失いつつある産業 は周辺諸国に向か って進出す るという動 きとなって現 れ

ている。た とえば,タ イで比較優位 を失いつつある繊維産業ではタイ国内の

原料 および人件費な どのコス トが上昇 しているためにそれ らの安 い中国への

進出が始 まってい る。その場合,高 品質 ・高付加価値の製品の生産 はタイに

残 して,低 付加価値の低 ・中級グレー ドの衣料品を中国 に移 し,中 国国内向

けおよび輸出向 けに生産する という形 になってい くもの と考 えられ る。

周辺国への進出は中国への進出のように低賃金指向のみではな く,民 主化

と地域統合 によって その将来性 を注 目して進出するとい う動 きも生 じている。

このアイデアは1988年 のチャチャイ政権が 「イ ン ドシナを戦場か ら市場 に」

という政策 を打 ち出 したのが始 まりであるが,そ の後,イ ン ドシナ3国 のみ

な らず,ミ ャンマー,南 中国 をも含む ように拡大 してきた。かつて 「黄金の

三角地帯」 としてアヘン栽培 で有名だったタイ,ラ オス,ミ .ヤンマーの3国

が接する地帯 は今や中国を加 え 「黄金の経済四角地帯」 と呼 ばれてい る。 こ

れはこの地域の交通網 を整備 し,ひ とつの経済地帯 として発展 を目指そうと

い う構想である。同様の構想 は,東 北タイ,ラ オス,ベ トナムを結ぶ地域で

も考 えられている。

この ような動 きの背景にはASEAN全 体で大東南 アジア連合 へ と向かって

い るという大 きな流れがある。1994年7月 のASEAN外 相会議,拡 大ASEAN

外相会議でベ トナムの加盟 に合意 した こと,ま たオブザーバー として ミャン

マーの初参加が実現 したことによ り,ASEANの 地域的な拡大 は順調 に進 ん

でいるようにみえる。将来的 にはイン ドシナ3国 とミャンマーを加 えた10

力国に拡大することになろう。周辺国へのタイ資本 の進出はこの ような流れ
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に沿 った もの であ る。

おわ りに

NAFTAの タイ経済 に対するインパ ク トとして本章が取 り上げてきたポイ

ン トを要約す ると以下の とお りであ る。 まず,第1に 最 も短期的,直 接的な

インパ ク トとして貿易転換効果 をみた。 これは対米貿易 においてメキシコが

タイに比べ関税上有利化す ることによってタイか らアメ リカへの輸出がメキ

シコ との競争 に敗れ,タ イか らアメ リカへの輸出が減少あるいは伸 び悩 むの

ではないか とい う可能性である。 しか し,こ の点は計量モデル を使 った予測

で も,現 実の変化 をみて もそれほ ど大 き くはなさそうである。その理由は,

タイとメキシコの間 で顕示比較優位(RCA)が 全 く違 うことに も示 されている

ように,ア メ リカへの輸出品の内容が両国の間で大 きく異な り,競 合 してい

ない とい うことである。

中 ・長期的なイ ンパク トは,NAFTAに よってた とえば日本か らの直接投

資がメキシコに奪われてしまうといったような投資転換効果である。 しか し,

これ も計量モデルや これ までの直接投資の変化をみ るか ぎり,こ れ もそれほ

ど大 き くはない ようである。その理由 として重要 と思われ るのはタイに投資

す ることの 「集積の経済性」であ る。多 くの企業がすでにタイへ投資を済 ま

せてお りタイにある程度の製造業の基盤が成立 している段階では,部 品の調

達,市 場 の確保,惰 報 の入手 などで企業 に とっては有利で ある。 そのため

NAFTAに よって関税率が引 き下 げ られた として も,こ の ようなタイのメ

リッ トを考慮 した場合,少 々の関税率の変化では直接投資 は影響 を受けない

という状況が作 られてい ると考 えられ る。また,タ イを含めASEAN地 域の将

来性 を考 えた ときにそこに投資 してお くことは十分 に魅力的なことである。

投資転換効果が あまり顕著でないもうひ とつの理由は,他 のアジア諸国同

様,タ イ も規制緩和や投資奨励措置 をさらに強化す るな どして直接投資獲得
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に努力 しているということである。 これ にはNAFTAが 潜在的 な競争者 とし

て作用 しているとい う意味で,NAFTAの タイおよびASEANに 対 する重要

なインパ ク トである。ASEAN全 体 としてはAFTAの 目標年 を繰 り上 げて達

成す るよう交渉 してお り,個 々の国の間では自由化競争,直 接投資獲得競争 』

に拍車 をかけるこ とになった。

このようなASEAN諸 国の動 きは世界的なグローバ ライゼイションの一環

としての東南アジア地域での現象である。 しか し,グ ローバ ライゼイシ ョン

といっても世界中が均質になってい くのではな く,ク ルーグマ ンの産業立地

論が示す ように地域的な まとまりが形成 され る。 それはASEANで あった り,

「黄金の経済四角地帯」であった り,東 アジアや南 アジア まで含む 「アジア

経済圏」 といった ものである。NAFTAの 影響 は,実 はこのようなアジアに

おける地域経済化をの傾向 を促進 した とい うところに最大のポイン トがあろ

う。そして,こ の ような潮流のなかで市場開放,技 術移転,資 金供給 といっ

た点で日本の果たす役割 は大 きく,ま た東南アジア諸国の期待 も大 きい。 日

本は 「アジア経済圏」 といった枠組みのなかで多国間分業関係 に基づ く産業

形成 を構想 する段階に来ているのではなか ろうか。

〔注〕
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(2)筆 者が当時 タイに駐在 していて 日本 か らの直接 投資 ミッションか ら得 た印

象では,タ イ経済 の もつ人的資源,イ ンフラス トラクチャーな どといった個 々

の要素の分析 を通 して進出する とい うこ とよりも,ど のような企業がすでに進

出 して きているか とい うことが進出の判断材料 となっていたようである。これ

は部品の供給 といった企業間の取引関係 を考慮する とい うよ りも,進 出 にとも

なう情報 コス トや リスクをいか に引 き下 げるかに重点が あっ.たので はないか

と考え られ る。 この ような情報 コス トや リスクの小 さな投資が選択 され,そ の

ような積 み重ね として経済成長の過程 を捉 らえようとす る理論モデル として,

R. Nelson and S.

Cambridge:

Winter , An Evolutionary Theory

Belknap Press, 1982が あ る 。

of Economic Change.
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(3》 以 下 の 数 字 は, Bank of Thailand  Quarterly Bulletin .各号 を参照。

(41日 本貿易振興会 ・長谷部雅也氏提供 の資料による。

(5)ロ バ ー ト・マ ッ ク リア リ ー 「NAFTAモ デ ル:マ ク ロ経 済 の 影 響 」(大 野 幸 一

編 「経 済 統 合 と 発 展 途 上 国 一EC・NAFTA・ 東 ア ジ ア ー 」 ア ジ ア 経 済 研 究

所,.1994年)349ペ ー ジ。

(6)同 上 。

(7)G・C・ パ フバ ウ ア ー,J・J・ シ ョ ッ ト 「NAFTAの 発 展 途 上 国 へ の 経 済

的 含 意 」(同 上 書)第3部 第2章 。

(8)頭 示 比 較 優 位 は あ る 国 の 比 較 優 位 を輸 出 統 計 か ら求 め た も の で あ っ て,あ る

財 の 輸 出 に 占 め る シ ェ ア が 高 い ほ ど比 較 優 位 を もっ て い る と考 え る。RCAの 値

が1よ り大 き い ほ ど,比 較 優 位 の 程 度 も高 い こ と を示 して い る 。

(9)マ ッ ク リア リー 「NAFTAモ デ ル … ∫369～372ペ ー ジ 。

0① 繊 維 輸 出 が 輸 入 割 当 に い か に 左 右 さ れ る か に つ い て の 例 を 示 し て お く。欧 州

連 合(EU)が 中 国 か らの 繊 維 製 品 の 輸 入 割 当 を制 限 し た と き,中 国 に進 出 して

い る香 港 の 繊 維 企 業 は進 出 先 を 中 国 か ら タ イ に 移 す こ と を 検 討 し て い る ケ ー

ス が あ っ た(rバ ン コ ク週 報 」1994年7月1日 ～7月7日 号)。 労 賃 は 中 国 よ り

タ イ の 方 が 高 い の で こ の 計 画 は 直 接 投 資 がGSPに よ っ て も左 右 さ れ る こ と を

示 して い る 。 ま た,ア メ リカ が 中 国,ト ル コ に 対 す る 輸 入 枠 を 減 ら し た た め1タ

イ か ら の 輸 入 枠 が 増 え る と い う 予 測 や,EUに4力 国 が 新 た に 加 盟 す る こ と に

と もな う衣 類 に対 す る輸 入 枠 の 拡 大 に よ りEUへ の 輸 出 も増 え る だ ろ う と い う

予 測 な ど も,輸 入 割 当 が 途 上 国 か らの 輸 出 量 を決 定 す る う え で 重 要 な 要 因 と

な っ て い る こ と を 示 して い る(同,1994年9月23日 ～9月29日 号)。

αDパ フ バ ゥ ァ ー,シ ョ ッ ト 「NAFTAの 発 展 途 上 国 へ の … 」317ペ ー ジ,表2-

3,

ω マ ッ ク リ ア リー 「NAFTAモ デ ル … 」365～366ペ ー ジ。

α3)山 田 充 彦 「NAFTAへ の 評 価 」(「ECOレ ポ ー ト」No。2,1994年5月)。

Gφ 筆 者 が1992年1月 か ら93年5月 に か け て タ イ に滞 在 した 際,バ ン コ ク の 日 系

企 業 で 行 っ たNAFTAの 影 響 に 関 す る イ ン タ ビ ュ ー 調 査 に よ る 。

G5)

o⑤

oの

us)

Ue)

「バ ン コ ク週 報 」1994年4月1～7日 お よ び9月30日 ～10月6日 号 参 照 。

「バ ン コ ク週 報 」1994年9月9日 ～9月15日 号 参 照 。

rバ ン コ ク週 報 」1994年8月26日 ～9月1日 号 。

「バ ン コ ク週 報 」1994年9月30日 ～10月6日 号 。

こ こ に い う 「自 動 車 輸 出 基 地 」はASEAN部 品 相 互 補 完 協 定 に 基 づ く部 品 の 輸

出ではな く,完 成車の輸出を念頭に置いた ものであ り,例 としてMMCシ ティポ

ンの 自動車の輸出計画がある。 この計画 はレムチャバ ン工業 団地 に140億 バー

ツを投資 して ピックアップ車 と乗用車 を輸 出用 として15万 台生産 す る とい う

ものである。
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⑳ 現在第2ゾ ーンでは機械類 の輸入関税の50%減 免,法 人税の7年 間免税,第

3ゾ ー ンについては機械類 の輸入関税の100%免 除,法 人税の8年 間免税 お よ

びその後5年 間 の50%減 税 な どが認 められている。

⑳rバ ンコク週報」1994年4月8日 ～14日 号および4月29日 ～5月5日 号。 こ

のような民間の意 見が政府の意見に反映 されてい るとい う様子 はタイで はさ

まざまなケースでみ られて きた。これは政府の政策が民間から遊離 した もので

はな く,.民間の経済状態を反映することになる。それは,た とえば自動車の国

産化政策が民間 の経済状態が良好な ときには促進の方向に修正 され,逆 に民間

の経済状態が良 くない ときには緩和 され るとい う過去20年 間 の 自動車産業政

策 にも表れている。この ような柔軟でかつ市場 の状況を反映 した産業政策が こ

れまでタイの 自動車産業 を育てることに成功 してきた要因ではなかろ うか。池

本幸生「産業組織 と開発政策一タイの自動車組立産業 の事例一」(「ア ジア経済」

第33巻10号,1992年10月)参 照。

⑳ 以下の内容 は1994年5月 にバ ンコクで開かれた工業省計画局 とタイ工業連

合,タ イ自動車工業会 によるセ ミナー「GATT・AFTA後 の自動車産業の発展」

で発表 された ものである。 「バ ンコク週報」1994年5月27日 ～6月2日 号参照。

伽)ホ ンダのBBCは 現在,イ ン ドネ シアか らはシ リンダーブロックを,マ レーシ

アか らはバ ンパ ー,イ ンス トゥルメン トパ ネルをASEAN域 内に向 けて輸出 し

ている。「バ ンコク週報」1994年4月29日 ～5月5日 号参照。

⑳ 「バ 著コク週報」1994年7月15日 ～21日 号参照。

㈱ 『バ ンコク週 報」1994年9月23日 ～29日 および9月30日 ～10月6日 号参照。

㈲ 「バ ンコク週報」1994年7月29日 ～8月4日 号参照。

一195一



196




